
平成２６年３月期 決算社長談話

弊社は、平成２５年度にお客様の信頼を大きく損なう事象を続けて発生させてし

まい、ご利用のお客様、地域の皆様、関係機関の皆様に大変なご迷惑とご心配をお

かけしておりますことを改めて深くお詫び申し上げます。

ＪＲ北海道グループの平成２６年３月期決算は、別紙のとおりです。

ＪＲ北海道単体決算では、鉄道運輸収入が大きく落ち込むとともに、動力費の単

価上昇や安全性向上のための緊急施策の実施などにより営業損益が大幅に悪化した

厳しい成績となりました。一方、経営安定基金運用収益が円安・株高の流れの継続

により一時的に大きく増加したことや、経営支援としての設備投資助成金を特別利

益に計上したことにより、経常利益・当期純利益は大幅に押し上げられる結果にな

りましたが、この利益は安全確保・安全性向上に必要な設備投資や修繕に最大限活

用いたします。

平成２６年度は、最大限の経営努力を行い、日々の輸送の安全確保・安全性の向

上に必要な設備投資や修繕を確実に進めるとともに、開業まで２年を切った北海道

新幹線新函館（仮称）開業を万全の体制で成し遂げるための準備を着実に推進して

まいります。

全社員一人ひとりが法令遵守、企業倫理の重要性を再認識し、危機意識とスピー

ド感を持って、お客様の安全を最優先に、安全性を向上させる取り組みを実行し、

安心してご利用していただけるよう、ＪＲ北海道グループ一丸となって取り組んで

まいります。

今後とも皆様のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成２６年 ５月 ９日

北海道旅客鉄道株式会社

代表取締役社長 島田 修
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平成26年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）

平成26年５月９日

会 社 名 北海道旅客鉄道株式会社 ＵＲＬ http://www.jrhokkaido.co.jp
代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 島田 修
問合せ先責任者 (役職名) 広報部長 (氏名) 西野 亨 (TEL)011(700)5731
定時株主総会開催予定日 平成26年6月19日

(百万円未満切捨て)

１．平成26年3月期の連結業績(平成25年4月1日～平成26年3月31日)
(１)連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2 6年 3月期 189,482 5.5 △28,610 - 11,417 55.3 9,156 126.6
2 5年 3月期 179,634 8.8 △23,763 - 7,352 315.8 4,040 -

(注) 包括利益 26年3月期 22,690百万円（△49.2％） 25年3月期 44,647百万円（－％）

１株当たり 潜 在 株 式 調 整 後 自 己 資 本 総 資 産 売 上 高
当期純利益 １株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2 6年 3月期 50,869.43 - 1.0 0.8 △15.1
2 5年 3月期 22,446.98 - 0.5 0.6 △13.2

(参考) 持分法投資損益 26年3月期 55百万円 25年3月期 72百万円

(２)連結財政状態

総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2 6年 3月期 1,368,349 929,857 67.2 5,110,119.63
2 5年 3月期 1,331,982 907,867 67.4 4,990,971.28

(参考) 自己資本 26年3月期 919,821百万円 25年3月期 898,374百万円

(３)連結キャッシュ・フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

2 6年 3月期 21,493 △22,708 △306 26,919
2 5年 3月期 28,388 △21,149 669 28,440

２．配当の状況

実施しておりません。

３．平成27年3月期の連結業績予想(平成26年4月1日～平成27年3月31日)
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

１株当たり
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期純 利 益

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 85,000 △3.7 △12,000 - 3,000 △78.4 2,000 △81.1 11,111.11
通 期 174,000 △8.2 △32,500 - △3,000 - 3,500 △61.8 19,444.44
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※ 注記事項
(１)期中における重要な子会社の異動 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ：有・無
（注）特定子会社の異動には該当しておりませんが、当第2四半期連結累計期間において、

株式会社北海道ＪＲインマネジメントを設立したため、連結の範囲に含めております。

(２)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有・無
② ①以外の会計方針の変更 ：有・無
③ 会計上の見積りの変更 ：有・無
④ 修正再表示 ：有・無

(会計方針の変更)
「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計

基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号
平成24年5月17日。以下「退職給付適用指針」という。)を当連結会計年度末より適用し(ただし、
退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。)、
退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、
未認識数理計算上の差異を退職給付に係る負債に計上しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに
従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他包括利益累計額の
退職給付に係る調整累計額に加減しております。

(３)発行済株式数(普通株式)
① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 26年3月期 180,000株 25年3月期 180,000株
② 期末自己株式数 26年3月期 -株 25年3月期 -株
③ 期中平均株式数 26年3月期 180,000株 25年3月期 180,000株

（参考）個別業績の概要

１．平成26年3月期の個別業績(平成25年4月1日～平成26年3月31日)
(１)個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2 6年 3月期 82,787 △1.9 △37,246 - 3,765 281.7 6,056 356.6
2 5年 3月期 84,397 2.7 △30,936 - 986 - 1,326 -

１ 株 当 た り 潜 在 株 式 調 整 後
当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2 6年 3月期 33,648.68 -
2 5年 3月期 7,369.63 -

(２)個別財政状態

総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2 6年 3月期 1,286,674 895,200 69.6 4,973,337.12
2 5年 3月期 1,252,505 876,340 70.0 4,868,560.40
(参考)自己資本 26年3月期 895,200百万円 25年3月期 876,340百万円

２．平成27年3月期の個別業績予想(平成26年4月1日～平成27年3月31日)
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

１株当たり
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期純 利 益

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 40,800 △2.4 △14,600 - 1,700 △83.8 1,700 △80.1 9,444.44
通 期 81,200 △1.9 △37,800 - △7,300 - 1,600 △73.6 8,888.89
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平成26年3月期 連結決算概況について

平成26年５月９日
北海道旅客鉄道㈱

当連結会計年度（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）における、連結決算対象会社は
当社、連結子会社２８社及び持分法適用関連会社１社の３０社で、運輸業、小売業、不動産
賃貸業、ホテル業及びその他の事業を営んでおります。

営業収益は、基軸となる鉄道運輸収入が、長期間にわたる列車の運休や１１月に行ったダイヤ
修正による運転本数の見直しなどにより１７億円減少したものの、北海道新幹線工事関連の売上
が１１０億円増加したことなどにより、全体では前年に対して９８億円増加した１，８９４億円
となりました。

営業費用は、鉄道事業において修繕費や動力費が増加したことや、北海道新幹線工事関連の
売上に対応した費用も増加したことなどにより、前年に対して１４６億円増加した２，１８０億円
となり、営業損失は、前年に対して４８億円悪化した２８６億円となりました。

また、営業外損益は、経営安定基金運用収益が大幅に増加したことなどから、前年に対して
８９億円増加した４００億円となりました。

この結果、経常利益は、前年に対して４０億円増加した１１４億円となり、特別損益や法人税
などを調整した後の当期純利益は、前年に対して５１億円増加した９１億円となりました。

セグメント別の営業成績（３ページに記載）は、運輸業では、北海道新幹線工事の売上が
増加したことなどにより、売上高は前年に対して１６億円増加し、セグメント利益（経営安定
基金運用収益と機構特別債券受取利息収益を含む）は前年に対して３１億円改善した１５億円と
なりました。

小売業では、新規店舗の開業などにより、売上高は前年に対して７億円増加し、セグメント
利益はほぼ前年並みの８億円となりました。

不動産賃貸業では、「ＪＲタワー」のご利用が好調だったことなどにより、売上高は前年に
対して５億円増加し、セグメント利益は前年に対して３億円増加した６７億円となりました。

ホテル業では、平成24年9月末に「旭川ターミナルホテル」が営業を終了したことなどにより、
売上高は前年に対して３億円減少しましたが、セグメント利益はほぼ前年並みの20百万円と
なりました。

その他の事業では、北海道新幹線工事材料の販売が増加したことなどにより、売上高は前年に
対して１６２億円増加し、セグメント利益は前年に対して４億円増加した１９億円となり
ました。

なお、本連結決算は参考資料として作成し、監査法人の監査は受けておりません。

１．連結損益計算書
(単位：億円) 参考 (単位：億円)

当連結会計年度 前連結会計年度 ＪＲ北海道
平成25年4月 1日から 平成24年4月 1日から 増減 比率(%) 当事業年度 増減

平成26年3月31日まで 平成25年3月31日まで

営 業 収 益 １，８９４ １，７９６ ９８ １０５ 827 △16

(うち鉄道運輸収入) (６７０) (６８８) (△１７) ( ９７) (670) (△17)

営 業 費 用 ２，１８０ ２，０３３ １４６ １０７ 1,200 46

営 業 利 益 △２８６ △２３７ △４８ － △372 △63

営 業 外 損 益 ４００ ３１１ ８９ １２９ 410 90

(うち経営安定基金運用収益) (３４１) (２５４) ( ８７) (１３４) (341) ( 87)

(うち機構特別債券受取利息収益) ( ５５) ( ５５) ( －) (１００) ( 55) ( －)

経 常 利 益 １１４ ７３ ４０ １５５ 37 27

特 別 損 益 １３ △ １ １５ － 18 19

税金等調整前当期純利益 １２８ ７２ ５５ １７７ 56 46

法 人 税 等 ２９ ２５ ４ １１７ △ 4 △0

少数株主損益調整前当期純利益 ９８ ４６ ５１ ２１０ － －

少 数 株 主 利 益 ６ ６ ０ １０７ － －

当 期 純 利 益 ９１ ４０ ５１ ２２７ 60 47

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。
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２．連結貸借対照表
(単位：億円)

当連結会計年度末 前連結会計年度末
増 減 比率(％)

平成26年3月31日 平成25年3月31日

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産 ７２８ ６３２ ９５ １１５

固 定 資 産 ３，２３２ ３，１６０ ７１ １０２

経 営 安 定 基 金 資 産 ７，５２３ ７，３２７ １９６ １０３

機 構 特 別 債 券 ２，２００ ２，２００ － １００

資 産 合 計 １３，６８３ １３，３１９ ３６３ １０３

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債 ６５９ ５８５ ７４ １１３

固 定 負 債 １，５２５ １，４５６ ６９ １０５
機構特別債券引受借入金 ２，２００ ２，２００ － １００

負 債 合 計 ４，３８４ ４，２４１ １４３ １０３

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 １，９２３ １，８３２ ９１ １０５

資 本 金 ９０ ９０ － １００

資 本 剰 余 金 １，５３４ １，５３４ － １００

利 益 剰 余 金 ２９９ ２０７ ９１ １４４

経 営 安 定 基 金 ６，８２２ ６，８２２ － １００

経営安定基金評価差額金 ４５３ ３２６ １２６ １３９

その他の包括利益累計額 △ １ ２ △ ３ －

少 数 株 主 持 分 １００ ９４ ５ １０６

純 資 産 合 計 ９，２９８ ９，０７８ ２１９ １０２

負 債 純 資 産 合 計 １３，６８３ １３，３１９ ３６３ １０３

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

３．連結キャッシュ･フロー計算書
(単位：億円)

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
平成25年4月 1日から 平成24年4月 1日から 増 減 比率(％)
平成26年3月31日まで 平成25年3月31日まで

営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ ２１４ ２８３ △ ６８ ７６

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ ２２７ △ ２１１ △ １５ １０７

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ ３ ６ △ ９ －

現金及び現金同等物の増減額 △ １５ ７９ △ ９４ －

現金及び現金同等物期首残高 ２８４ ２０５ ７９ １３９

現金及び現金同等物期末残高 ２６９ ２８４ △ １５ ９５

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。
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４．セグメント情報

当連結会計年度(平成25年4月1日から平成26年3月31日まで) (単位：億円)

運輸業 小売業
不動産

ホテル業 その他 合 計 調整額
連 結 損 益

賃貸業 計算書計上額

売 上 高

当 外部顧客への売上高 907 362 238 81 305 1,894 － 1,894
連 セグメント間の
結 内部売上高又は振替高 55 2 23 0 284 366 △366 －
会
計
年 計 962 364 261 81 590 2,261 △366 1,894
度

セグメント利益 15 8 67 0 19 111 △397 △ 286

売 上 高

外部顧客への売上高 15 7 6 △2 71 98 － 98
前 セグメント間の
年 内部売上高又は振替高 0 △0 △0 △0 90 90 △ 90 －
同
期 （対前年同期比） (102%) (102%) (102%) ( 96%) (138%) (109%) (105%)
増
減 計 16 7 5 △ 3 162 188 △ 90 98
額

（対前年同期比） ( -%) (100%) (106%) ( -%) (129%) (157%) ( -%)

セグメント利益 31 △0 3 0 4 40 △ 88 △ 48

(注)1. 当連結会計年度の第2四半期より、物品販売業を小売業に変更しております。また、各セグメントの
会社構成を変更しております。前年同期増減額は、変更後のセグメント区分に基づき表示して
おります。

2. セグメント利益は、営業利益を表示しております。なお、運輸業のセグメント利益は、
経営安定基金運用収益(341億円)、及び機構特別債券受取利息収益(55億円)を含めて表示して
おります。

3. 金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

５．連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度(平成25年4月1日から平成26年3月31日まで) (単位:億円)

株 主 資 本
経 営 経営安定 その他の 少 数 純資産
安 定 基金評価 包括利益 株 主

資本金 資 本 利 益 株主資本 基 金 差 額 金 累 計 額 持 分 合 計
剰余金 剰余金 合 計

当 期 首 残 高 90 1,534 207 1,832 6,822 326 2 94 9,078

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 91 91 91

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 126 △3 5 128

当 期 変 動 額 合 計 － － 91 91 － 126 △3 5 219

当 期 末 残 高 90 1,534 299 1,923 6,822 453 △1 100 9,298

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。
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６．連結包括利益計算書

(単位:億円)

当連結会計年度 前 連 結 会 計 年 度

平成25年4月 1日から 平成24年4月 1日から 増 減 比率(％)

平成26年3月31日まで 平成25年3月31日まで

少数株主損益調整前当期純利益 ９８ ４６ ５１ ２１０

経営安定基金評価差額金 １２６ ３９７ △ ２７０ ３２

そ の 他 の 包 括 利 益 １ ２ △ ０ ７１

包 括 利 益 ２２６ ４４６ △ ２１９ ５１

(内訳)

親会社株主に係る包括利益 ２１９ ４３９ △ ２１９ ５０

少数株主に係る包括利益 ６ ６ ０ １０６

(注)1. 経営安定基金評価差額金を包括利益に含めております。

2. 金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

７．平成27年3月期の連結業績予想(平成26年4月1日から平成27年3月31日)

(単位:億円)

2 7 年 3 月 期 26年3月期 実績

平成26年4月 1日から 平成25年4月 1日から 増 減

平成27年3月31日まで 平成26年3月31日まで

営 業 収 益 １，７４０ １，８９４ △１５４

営 業 利 益 △ ３２５ △ ２８６ △ ３８

経 常 利 益 △ ３０ １１４ △１４４

当 期 純 利 益 ３５ ９１ △ ５６
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平成26年3月期 個別財務諸表の概況

１．損益計算書
(単位：億円)

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度 2 5 年 度

平成25年4月 1日から 平成24年4月 1日から 増 減 比率(％)

平成26年3月31日まで 平成25年3月31日まで 計 画

営 業 収 益 ８２７ ８４３ △１６ ９８ 845

(うち鉄道運輸収入) (６７０) (６８８) (△１７) ( ９７) ( 691)

営 業 費 用 １，２００ １，１５３ ４６ １０４ 1,156

営 業 利 益 △ ３７２ △ ３０９ △６３ － △ 311

営 業 外 損 益 ４１０ ３１９ ９０ １２８ 281

(うち経営安定基金運用収益) (３４１) (２５４) ( ８７) (１３４) ( 217)

(うち機構特別債券受取利息収益) ( ５５) ( ５５) ( －) (１００) ( 55)

経 常 利 益 ３７ ９ ２７ ３８２ △ 30

特 別 損 益 １８ △ ０ １９ － 61

税 引 前 当 期 純 利 益 ５６ ９ ４６ ６０１ 31

法人税､住民税及び事業税 △ ４ △ ３ △ ０ － △ 4

当 期 純 利 益 ６０ １３ ４７ ４５７ 35

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

（営業収益の内訳） (単位：億円)

当 事 業 年 度 前 事 業 年 度

平成25年4月 1日から 平成24年4月 1日から 増 減 比率(％)

平成26年3月31日まで 平成25年3月31日まで

鉄 道 運 輸 収 入 ６７０ ６８８ △１７ ９７

定 期 外 収 入 ５５８ ５７６ △１７ ９７

定 期 収 入 １１２ １１２ ０ １００

関 連 事 業 収 入 １０１ １００ １ １０１

不 動 産 賃 貸 ５２ ５３ △ ０ ９９

鉄道関連附帯収入 ３３ ３３ △ ０ ９９

そ の 他 １５ １３ １ １１４

そ の 他 収 入 ５５ ５４ ０ １０１

旅 行 業 収 入 １２ １３ △ １ ９０

鉄道線路使用料 １６ １３ ２ １１９

車両相互利用料 ８ ７ ０ １０２

そ の 他 １８ １９ △ ０ ９７

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。
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２．貸借対照表

(単位：億円)

当 事 業 年 度 末 前 事 業 年 度 末 比 率

平成26年3月31日 平成25年3月31日
増 減

(％)

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産 ３９４ ３４０ ５３ １１６

固 定 資 産 ２，７４９ ２，６５７ ９１ １０３

経 営 安 定 基 金 資 産 ７，５２３ ７，３２７ １９６ １０３

機 構 特 別 債 券 ２，２００ ２，２００ － １００

資 産 合 計 １２，８６６ １２，５２５ ３４１ １０３

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債 ４７３ ４０９ ６４ １１６

固 定 負 債 １，２４１ １，１５２ ８８ １０８

機構特別債券引受借入金 ２，２００ ２，２００ － １００

負 債 合 計 ３，９１４ ３，７６１ １５３ １０４

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 １，６７６ １，６１５ ６０ １０４

資 本 金 ９０ ９０ － １００

資 本 剰 余 金 １，５３４ １，５３４ － １００

利 益 剰 余 金 ５１ △ ８ ６０ －

経 営 安 定 基 金 ６，８２２ ６，８２２ － １００

経営安定基金評価差額金 ４５３ ３２６ １２６ １３９

評 価 ・ 換 算 差 額 等 ０ △ １ １ －

その他有価証券評価差額金 ０ △ １ １ －

純 資 産 合 計 ８，９５２ ８，７６３ １８８ １０２

負 債 純 資 産 合 計 １２，８６６ １２，５２５ ３４１ １０３

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。
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３．株主資本等変動計算書

当事業年度(平成25年4月1日から平成26年3月31日まで) (単位：億円)

株 主 資 本 経 営 経 営 評価・

換 算 純資産

資本剰余金 利 益 剰 余 金 株 主 安 定 差額等

その他利益剰余金 安 定 基 金 その他

資本金 資 本 資 本 有 価

繰 越 評 価 証 券

準備金 利 益 評 価 合 計

剰余金 合 計 基 金 差額金 差額金

当 期 首 残 高 90 1,534 △ 8 1,615 6,822 326 △ 1 8,763

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 60 60 60

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 126 1 128

当期変動額合計 － － 60 60 － 126 1 188

当 期 末 残 高 90 1,534 51 1,676 6,822 453 0 8,952

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

４．平成27年3月期の個別業績予想(平成26年4月1日から平成27年3月31日まで)

(単位:億円)

2 7 年 3 月 期 26年3月期 実績

平成26年4月 1日から 平成25年4月 1日から 増 減

平成27年3月31日まで 平成26年3月31日まで

営 業 収 益 ８１２ ８２７ △ １５

営 業 利 益 △ ３７８ △ ３７２ △ ５

経 常 利 益 △ ７３ ３７ △１１０

当 期 純 利 益 １６ ６０ △ ４４
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参 考 資 料 － １

鉄道輸送量及び鉄道運輸収入の比較

(単位:百万人､百万人ｷﾛ､百万円)

平成２５年度 平成２４年度 増 減 比率(％)

輸 定 期 ７８ ７６ ２ １０２．９

鉄 送

定 期 外 ５６ ５５ １ １０１．４

人

道 (百万人)

員

計 １３４ １３１ ３ １０２．３

輸

輸 定 期 １，４９９ １，４６３ ３６ １０２．５

送 送

定 期 外 ２，８１２ ２，８８４ △７２ ９７．５

人

量 (百万人ｷﾛ)

ｷﾛ

計 ４，３１１ ４，３４７ △３６ ９９．２

定 期 １１，２４２ １１，２２４ １８ １００．２

鉄

道 定 期 外 ５５，８２７ ５７，６２４ △１，７９７ ９６．９

運

輸 荷 物 ７ １１ △ ３ ６６．２

収

入 (百万円)

合 計 ６７，０７７ ６８，８６０ △１，７８２ ９７．４

(注)鉄道運輸収入は､百万円未満を切り捨てて表示しております｡
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稚内

名寄

夕張

東室蘭

室蘭

中小国

木古内

苫小牧

旭川

東釧路

滝川

帯広

江差

富良野
岩見沢

新得

新夕張

沼ノ端

上川

根室

網走

釧路

函館

長万部

新十津川

札幌

小樽

南千歳

様似

新千歳空港

桑園

北海道医療大学

深川
増毛

参考資料－２

平成25年度 お客様のご利用状況

凡例 輸 送 密 度 (営業キロ割合) 前 年 度 H5年度輸送
輸送密度対比 密度との対比

５００人未満 （ ３８％） 97% 54%
５００人～ ２，０００人未満 （ ２３％） 97% 54%

２，０００人～ ４，０００人未満 （ １１％） 93% 67%
４，０００人～ ８，０００人未満 （ １５％） 95% 70%
８，０００人～１０，０００人未満 （ ６％） 96% 78%

１０，０００人～２０，０００人未満 （ １％） 106% 170%
２０，０００人以上 （ ６％） 102% 113%

90%
営 業 キ ロ ２，４９９.８ｋｍ（１００％） 輸送密度
輸 送 密 度 ４，７２５人／キロ／日 99% 5,270人

○ご利用が多い区間(輸送密度10,000人／キロ／日以上) ○ご利用が少ない区間（輸送密度500人／キロ／日未満）

平成25年度 輸送密度 平成25年度 輸送密度

区 間
営業ｷﾛ

区 間
営業ｷﾛ

（㎞） （人／キロ／日） 対前期 対前期 （㎞） （人／キロ／日） 対前期 対前期
増 減 比率(％) 増 減 比率(％)

函館線 小 樽 ～ 札 幌 33.8 44,703 1,283 103 札沼線 医療大学～新十津川 47.6 81 △ 9 90

函館線 札 幌 ～ 岩 見 沢 40.6 44,381 617 101 石勝線 新 夕 張 ～ 夕 張 16.1 110 0 100

千歳･室蘭線 白 石 ～ 苫 小 牧 65.4 44,312 427 101 留萌線 深 川 ～ 増 毛 66.8 149 △13 92

千歳線 南千歳～新千歳空港 2.6 28,281 1,123 104 江差線 木 古 内 ～ 江 差 42.1 165 115 330

札沼線 桑園～医療大学 28.9 17,023 1,006 106 根室線 滝 川 ～ 新 得 136.3 284 △ 5 98

日高線 苫 小 牧 ～ 様 似 146.5 312 △ 8 98

宗谷線 名 寄 ～ 稚 内 183.2 419 △64 87

根室線 釧 路 ～ 根 室 135.4 428 △ 5 99

釧網線 東 釧 路 ～ 網 走 166.2 485 13 103

(注)輸送密度とは、旅客営業キロ１ｋｍ当たりの１日平均旅客輸送人員をいいます（線区輸送人キロ÷営業キロ÷日数）。
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参考資料－３

連 結 決 算 対 象 会 社 の 概 要

運 輸 業 １３社 小 売 業 ３社

鉄 道 事 業 北 海 道 キ ヨ ス ク ㈱

㈱北海道ジェイ・アール・ビルト ㈱北海道ｼﾞｪｲｱｰﾙ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ﾌﾚｯｼｭﾈｽ･ﾘﾃｰﾙ

㈱ ド ウ デ ン 北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ運輸ｻﾎﾟｰﾄ㈱ ジェイ・アールはこだて開発㈱

北海道ｼﾞｪｲ･ ｱｰﾙ･ｻｲﾊﾞﾈｯﾄ㈱ 札 幌 交 通 機 械 ㈱

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ 北 海 道 軌 道 施 設 工 業 ㈱

札 幌 工 営 ㈱ 北 海 道 高 速 鉄 道 開 発 ㈱

ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ道東ﾄﾗﾍﾞﾙｻｰﾋﾞｽ㈱

旅客自動車運送事業 その他サービス業

ジェイ・アール北海道バス㈱ ｼﾞ ｪ ｲ ｱ ｰ ﾙ北海道ﾚﾝ ﾀ ﾘ ｰ ｽ㈱

北海道旅客鉄道㈱は、運輸業、不動産賃貸業 及び ホテル業を

営んでおります。

北 海 道 旅 客 鉄 道 ㈱

不 動 産 賃 貸 業 ２社 ホ テ ル 業 ４社 そ の 他 ７社

北海道ジェイ・アール都市開発㈱ Ｊ Ｒ 北 海 道 ホ テ ル ズ ㈱ 卸 売 業

札 幌 駅 総 合 開 発 ㈱ 旭 川 タ ー ミ ナ ル ビ ル ㈱ ㈱北海道ジェイ・アール商事

※㈱北海道ＪＲインマネジメント 清 掃 整 備 業

㈱ ロ ワ ジ ー ル ホ テ ル 旭 川 北海道クリーン・システム㈱

北海道リネンサプライ㈱

広 告 業

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｴｰｼﾞｪﾝｼｰ

【連結決算対象会社数の推移】 情報サービス業

24年3月31日現在 25年3月31日現在 26年3月31日現在 ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｼｽﾃﾑ開発

親 会 社 １社 １社 １社 その他サービス業

子 会 社 ２６社 ２７社 ２８社 札 新 開 発 ㈱

持分法適用関連会社 １社 １社 １社 建 設 業

計 ２８社 ２９社 ３０社 (注) 札 建 工 業 ㈱

(注)札建工業㈱は、持分法適用関連会社です。

※㈱北海道ＪＲインマネジメントは、当連結会計年度より連結決算対象子会社になりました。



２０１３年度 期末決算について

平成26年５月９日

北海道旅客鉄道㈱

連結経営成績 （単位：億円）

２４年度 ２５年度 増 減
実 績 実 績 備 考

金 額 ％
Ａ Ｂ B-A B/A×100

営 業 収 益 1,796 1,894 98 105.5% ３期連続の増収

営 業 費 用 2,033 2,180 146 107.2%

営 業 利 益 △ 237 △ 286 △ 48 -

営 業 外 損 益 311 400 89 128.6%

経 常 利 益 73 114 40 155.3% ２期連続の増益

特 別 損 益 △ 1 13 15 -

当 期 純 利 益 40 91 51 226.6% ２期連続の増益

※連結決算の経営成績は平成11年度決算から公表

※連結の範囲 連結子会社28社(対前年度末＋１社)、持分法適用関連会社１社(対前年度末±０社)

① 営業収益 1,894億円 （対前年度 ＋ 98億円 ／ 105.5％）

・新幹線工事関係の受注増などにより増収。

② 営業費用 2,180億円 （対前年度 ＋ 146億円 ／ 107.2％）

・売上増に伴う仕入れの増、当社の物件費の増などにより増加。

③ 営業利益 △ 286億円 （対前年度 △ 48億円 ／ － ％）

④ 営業外損益 400億円 （対前年度 ＋ 89億円 ／ 128.6％）

・当社の経営安定基金運用収益の増などにより増加。

⑤ 経常利益 114億円 （対前年度 ＋ 40億円 ／ 155.3％）

⑥ 特別損益 13億円 （対前年度 ＋ 15億円 ／ － ％）

・当社の設備投資助成金の増などにより増加。

⑦ 当期純利益 91億円 （対前年度 ＋ 51億円 ／ 226.6％）



単体経営成績 （単位：億円）

２４年度 ２５年度 増 減
実 績 実 績 備 考

金 額 ％
Ａ Ｂ B-A B/A×100

営 業 収 益 843 827 △ 16 98.1% ２期ぶりの減収

(うち鉄道運輸収入) 688 670 △ 17 97.4% 過去２番目に少ない

営 業 費 用 1,153 1,200 46 104.1%

営 業 利 益 △ 309 △ 372 △ 63 - ４期連続の悪化

営 業 外 損 益 319 410 90 128.5%

(うち安定基金運用収益) 254 341 87 134.5% 運用利回り5.01%

(うち機構特別債券受取利息収益) 55 55 - 100.0%

経 常 利 益 9 37 27 381.7% ２期連続の増益

特 別 損 益 △ 0 18 19 -

当 期 純 利 益 13 60 47 456.6% ２期連続の増益

① 営業収益 827 億円 （対前年度 △ 16億円 ／ 98.1％）
・計画運休やダイヤ修正により、鉄道運輸収入が減収。

② 営業費用 1,200 億円 （対前年度 ＋ 46億円 ／ 104.1％）
・修繕費や動力費の増などにより増加。

③ 営業利益 △ 372 億円 （対前年度 △ 63億円 ／ － ％）

④ 営業外損益 410 億円 （対前年度 ＋ 90億円 ／ 128.5％）
・経営安定基金運用収益の増などにより増加。

⑤ 経常利益 37 億円 （対前年度 ＋ 27億円 ／ 381.7％）

⑥ 特別損益 18 億円 （対前年度 ＋ 19億円 ／ － ％）
・設備投資助成金の増などにより増加。

⑦ 当期純利益 60 億円 （対前年度 ＋ 47億円 ／ 456.6％）

鉄道運輸収入及び輸送量の対前年比較 （単位：百万円、百万人キロ）

平成24年度 平成25年度 増 減 前年同期比 備 考

収 入 11,224 11,242 18 100.2%
定 期 札幌圏増加

人キロ 1,463 1,499 36 102.5%

収 入 57,624 55,827 △ 1,797 96.9%
全社計 定期外 都市間減少

人キロ 2,884 2,812 △ 72 97.5%

収 入 68,860 67,077 △ 1,782 97.4%
計

（荷物含む） 人キロ 4,347 4,311 △ 36 99.2%


